
[法人総合] (単位：円)

 

  　　  金銭信託 11,000,000,000 　        11,000,000,000 　        0 　                     

資産の部合計 280,479,987,612 　       275,229,908,829 　       5,250,078,783 　         

　　　　修学旅行費預り資産 231,407,924 　           224,390,980 　           7,016,944 　             

  　　  前払金 418,405,484 　           385,372,018 　           33,033,466 　            
  　　  仮払金 205,992,065 　           315,497,877 　           109,505,812  △          

  　　  未収入金 1,521,461,434 　         1,189,264,678 　         332,196,756 　           
  　　  短期貸付金 135,000 　               165,000 　               30,000  △               

流動資産 41,452,363,660 　        42,270,496,214 　        818,132,554  △          
  　　  現金預金 28,074,961,753 　        29,155,805,661 　        1,080,843,908  △        

        出資金 532,000 　               532,000 　               0 　                     

        長期貸付金 962,385,472 　           1,203,849,939 　         241,464,467  △          
        支払保証金 84,093,685 　            78,986,753 　            5,106,932 　             

        ソフトウエア仮勘定 67,226,500 　            0 　                     67,226,500 　            
        有価証券 20,940,900 　            20,000,000 　            940,900 　               

        施設利用権 23,263,619 　            23,980,068 　            716,449  △              
        ソフトウエア 168,119,395 　           201,184,942 　           33,065,547  △           

        借地権 208,602,442 　           208,602,442 　           0 　                     
        電話加入権 19,541,734 　            19,541,734 　            0 　                     

    その他の固定資産 1,554,705,747 　         1,756,677,878 　         201,972,131  △          

        減価償却引当特定資産 66,000,000,000 　        60,000,000,000 　        6,000,000,000 　         

        第３号基本金引当特定資産 21,852,939,662 　        21,325,252,527 　        527,687,135 　           
        退職給与引当特定資産 13,847,700,421 　        

        第２号基本金引当特定資産 10,665,000,000 　        10,435,000,000 　        230,000,000 　           

13,920,995,034 　        73,294,613  △           

    特定資産 112,365,640,083 　       105,681,247,561 　       6,684,392,522 　         

        車両・舟艇・航空機 22,005,636 　            16,386,986 　            5,618,650 　             
        建設仮勘定 3,232,778,814 　         417,066,760 　           2,815,712,054 　         

        管理用機器備品 102,584,392 　           113,865,337 　           11,280,945  △           
        図書 18,936,443,396 　        18,930,994,653 　        5,448,743 　             

        構築物 3,153,051,157 　         3,526,931,176 　         373,880,019  △          
        教育研究用機器備品 6,388,449,962 　         6,452,544,885 　         64,094,923  △           

        土地 17,451,765,224 　        17,451,765,224 　        0 　                     
        建物 75,820,199,541 　        78,611,932,155 　        2,791,732,614  △        

239,027,623,952 　       232,959,412,615 　       6,068,211,337 　         
    有形固定資産 125,107,278,122 　       125,521,487,176 　       414,209,054  △          

貸    借    対    照    表

２０２５年  ３月３１日

資産の部
科目 本年度末 前年度末 増　　　減

固定資産
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[法人総合] (単位：円)

（注記） 1.重要な会計方針

(1)引当金の計上基準

　　徴収不能引当金

　　　長期貸付金及び未収入金の徴収不能に備えるため、徴収不能実績率等により、徴収不能見込額を計上している。

　　退職給与引当金

(2)その他の重要な会計方針

　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

　　預り金その他の経過項目に係る収支の表示方法

　　　預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

2.重要な会計方針の変更

3.減価償却額の累計額の合計額

4.徴収不能引当金の合計額

5.担保に供されている資産の種類及び額

6.翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

第１号基本金

7.当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

73,259,603円

負債及び純資産の部合計 280,479,987,612 　       275,229,908,829 　       5,250,078,783 　         

　退職金の支給に備えるため、大学等の教職員に係る退職給与引当金については、大学等の教職員にかかわる期末要支給額
 15,580,505,475円の100％を基にして、私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減
 した金額を計上し、高等学校以下の教職員に係る退職給与引当金については、高等学校以下の教職員にかかわる期末要支
 給額4,697,033,700円から京都府等の私学退職金財団からの交付金相当額を控除した金額の100％を基にして計上している。

該当なし

107,530,903,324円

純資産の部合計 253,010,718,323 　       247,554,505,373 　       5,456,212,950 　         

繰越収支差額 16,061,509,724  △       19,077,882,740  △       3,016,373,016 　         
   　　 翌年度繰越収支差額 16,061,509,724  △       19,077,882,740  △       3,016,373,016 　         

  　　  第４号基本金 4,377,000,000 　         4,252,000,000 　         125,000,000 　           

    　　第２号基本金 10,665,000,000 　        10,435,000,000 　        230,000,000 　           
   　　 第３号基本金 21,852,939,662 　        21,325,252,527 　        527,687,135 　           

基本金 269,072,228,047 　       266,632,388,113 　       2,439,839,934 　         
   　　 第１号基本金 232,177,288,385 　       230,620,135,586 　       1,557,152,799 　         

純資産の部
科目 本年度末 前年度末 増　　　減

負債の部合計 27,469,269,289 　        27,675,403,456 　        206,134,167  △          

    　　修学旅行費預り金 231,407,924 　           224,390,980 　           7,016,944 　             
    　　仮受金 13,982,663 　            13,524,820 　            457,843 　               

   　　 前受金 10,348,849,182 　        9,940,961,785 　         407,887,397 　           
   　　 預り金 1,678,507,136 　         1,704,714,739 　         26,207,603  △           

    　　未払金 1,328,347,313 　         1,847,777,688 　         519,430,375  △          
流動負債 13,601,094,218 　        13,731,370,012 　        130,275,794  △          

    　　受入保証金 19,340,000 　            19,020,000 　            320,000 　               

    　　長期未払金 1,134,650 　             4,018,410 　             2,883,760  △            
    　　退職給与引当金 13,847,700,421 　        13,920,995,034 　        73,294,613  △           

固定負債 13,868,175,071 　        13,944,033,444 　        75,858,373  △           

負債の部
科目 本年度末 前年度末 増　　　減

351,785,322円

該当なし
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8.その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

(1)有価証券の時価情報

　　①総括表

　　②明細表

(2)学校法人の出資による会社に係る事項

　　当学校法人の出資割合が総出資額の2分の1以上である会社の状況は次のとおりである。

　　①名称及び事業内容

　    株式会社　同志社エンタープライズ　　　ビルメンテナンス業、損害保険代理業、生命保険の募集に関する業務等

　　②資本金の額

　　　20,000,000円

　　③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

　　　平成17年12月22日　　　20,000,000円　　　400株

　　　総出資金額に占める割合　　　　　　　 100％

　　④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

　　⑤当該会社の債務に係る債務保証　学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

(3)通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　 平成21年4月1日以降に開始したリース取引

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

　教育研究用機器備品

　管理用機器備品

(4)関連当事者との取引 上記(２)以外に記載すべき事項なし。

(5)減価償却の方法

　残存価額を教育研究用機器備品、管理用機器備品及びソフトウエアは零、左記以外の償却資産は5％とする定額法による減価償却を実施している。

　主な耐用年数は以下のとおりである。

　　　　建　　物　　 15～50年

　　　　構 築 物　   10～30年

　　　　教育研究用機器備品、管理用機器備品

　　　　　　　　　 　10～20年

　　　　ソフトウエア 　　 5年

0円 0円

12,856,800円 4,273,500円
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